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日ごろより「土木技 Civil-CALS/Road-CALS」をご利用いただきまして、誠にありがとうございます。  

 さて 土木技は 2020 年 2 月 26 日に「Ver4.7」をリリースいたしました。 

 

 
 
 
Ver.1.1 の写真撮影アプリケーションで撮影した工事写真の信憑性チェックに対応しました。 
 
 
 
 
デジタル写真館の一部不具合を修正しました。 
 
 
 
 
 

 

土木 工事 

発注者 基準・要領・ガイドライン名 年度 

国土交通省 電子納品等運用ガイドライン【土木工事編】 平成 31 年 3 月 

国土交通省港湾

局 

地方整備局（港湾空港関係）の事業における電子納品運用ガ

イドライン【業務編】 
平成 30 年 4 月 

地方整備局（港湾空港関係）の事業における電子納品等運用

ガイドライン【工事編】 
平成 30 年 3 月 

農林水産省 電子納品運用ガイドライン（案）【工事編】 令和元年 6 月 
水資源機構 国土交通省準拠 平成 31 年 3 月 

関東地方整備局 国土交通省に準拠 平成 30 年 3 月 
北陸地方整備局 国土交通省に準拠 平成 30 年 3 月 
中部地方整備局 国土交通省に準拠 平成 30 年 3 月 
近畿地方整備局 国土交通省に準拠 平成 30 年 3 月 
中国地方整備局 国土交通省に準拠 平成 30 年 3 月 
四国地方整備局 国土交通省に準拠 平成 30 年 3 月 
九州地方整備局 国土交通省に準拠 平成 30 年 3 月 
沖縄総合事務局 国土交通省に準拠 平成 30 年 3 月 

土木技 Civil-CALS / 土木技 Road-CALS 

Ver4.7 詳細情報 2020 年 2 月 26 日更新 

改良箇所 

「土木技 Civil-CALS/Road-CALS」Ver4.7 では、各省庁及び各都道府県の最新の電子納品基準に対応を行いました。 

 

電子納品対応基準の更新 

電子小黒板 信憑性のチェック機能 
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北海道 情報共有/電子納品運用ガイドライン【工事編】 平成 31 年 4 月 
秋田県 電子納品運用ガイドライン等の運用 令和元年 10 月 
山形県 山形県電子納品運用マニュアル 平成 31 年 3 月 
静岡県 静岡県電子納品運用ガイドライン 平成 31 年 3 月 
三重県 三重県 CALS 電子納品運用マニュアル 令和元年 7 月 
新潟県 電子協議・電子納品運用ガイドライン（案）【工事編】 平成 31 年 3 月 
富山県 富山県電子納品運用ガイドライン(案)[土木工事編] 平成 31 年 4 月 
石川県 石川県電子納品ガイドライン 平成 30 年 4 月 
大阪府 大阪府都市整備部電子納品要領（案）[工事編] 平成 31 年 4 月 
兵庫県 工事完成図書の電子納品に関する運用指針(案) 平成 30 年 10 月 
奈良県 土木工事の電子納品運用ガイドライン(案) 平成 31 年 4 月 
高知県 電子納品運用に関するガイドライン 工事編 第 5.0 版 平成 30 年 11 月 
徳島県 徳島県電子納品運用ガイドライン【土木工事編】 令和元年 8 月 
福岡県 福岡県県土整備部電子納品運用ガイドライン 平成 31 年 4 月 
熊本県 熊本県電子納品運用ガイドライン 平成 31 年 4 月 

宮崎県 
工事写真及び工事完成図の電子納品の試行に係る運用マニュ

アル 
平成 30 年 11 月 

鹿児島県 鹿児島県電子納品ガイドライン（案） 平成 31 年 3 月 
 
 

営繕 工事 

発注者 基準・要領・ガイドライン名 年度 

国土交通省

大臣官房官

庁営繕部 

官庁営繕事業に係る電子納品運用ガイドライン【営繕工

事編】 
令和元年 10 月 

国土交通省

港湾局 
国交省準拠 令和元年 

水資源機構 国交省準拠 令和元年 
山形県 山形県電子納品運用マニュアル 平成 31 年 3 月 
栃木県 営繕工事電子納品マニュアル（工事編） 平成 31 年 4 月 
三重県 三重県 CALS 電子納品運用マニュアル 令和元年 7 月 
新潟県 電子協議・電子納品運用ガイドライン（案）【工事編】 平成 31 年 3 月 
富山県 富山県電子納品運用ガイドライン(案)[建築工事編] 平成 31 年 4 月 
熊本県 熊本県電子納品運用ガイドライン 平成 31 年 4 月 
鹿児島県 鹿児島県電子納品ガイドライン（案） 平成 31 年 3 月 
沖縄県 電子納品に関する手引き(案)(営繕業務・営繕工事編) 平成 30 年 12 月 

 

※ 営繕基準をご利用の場合は「営繕・電気設備オプション」が必要です。 
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電気通信設備 工事 

 

発注者 基準・要領・ガイドライン名 年度 

国土交通省 電子納品等運用ガイドライン【電気通信設備工事編】編 平成 31 年 3 月 
国土交通省

港湾局 
地方整備局（港湾空港関係）の事業における電子納品等

運用ガイドライン【工事編】 
平成 30 年 3 月 

農林水産省 電子納品運用ガイドライン（案）【電気通信設備工事編】 平成 31 年 3 月 
北海道 情報共有・電子納品運用ガイドライン【工事編】 平成 31 年 3 月 
秋田県 電子納品運用ガイドライン等の運用 令和 1 年 10 月 
山形県 山形県電子納品運用マニュアル 平成 31 年 3 月 
三重県 三重県 CALS 電子納品運用マニュアル 令和元年 7 月 
富山県 富山県電子納品運用ガイドライン(案)[土木工事編] 平成 31 年 4 月 
兵庫県 土木工事の電子納品運用ガイドライン(案) 平成 31 年 4 月 
高知県 電子納品運用に関するガイドライン 工事編 第 5.0 版 平成 30 年 11 月 
熊本県 熊本県電子納品運用ガイドライン 平成 31 年 4 月 

宮崎県 
工事写真及び工事完成図の電子納品の試行に係る運用マ

ニュアル 
平成 30 年 10 月 

鹿児島県 鹿児島県電子納品ガイドライン（案） 平成 31 年 3 月 
 

 

※ 電気設備基準をご利用の場合は「営繕・電気設備オプション」が必要です。 

 


